
放射線防護の⺠主化フォーラム

三春町での経験の継承

大河原さき



三春町で安定ヨウ素剤配布が可能に
なったのはなぜか？



① 独自の情報収集ができたこと

• 避難⺠との連絡員として三春町に緊急配置された⼤熊町の職員に、原⼦⼒災
害対策についての知識があったため、公表されなかったSPEEDI情報に代わ
るノルウェーとオーストリアの気象研究機関の放射能拡散予測図を検索して
原発爆発の状況を把握し、町の災害対策本部に提供した。

• 町⺠からの情報を採⽤した

佐久間寛さんのR-DANの測定値の提供により、町は防災無線で「不要の外
出を避け、雨よけ対策やマスクの着用」を呼びかけた。

・国際交流員ジーナさんの協力 NHKの海外向け放送から情報収集。



② 服用時期確定の共有ができたこと

• 福島第⼀原発から⻄に４５kmに位置し、UPZ（半径３０km）
外の三春町では、原子力災害防災対策を策定していなかったた
め、安定ヨウ素剤に関する知識が全くなかった。

• 避難者から安定ヨウ素剤はいつ服用したらよいかと聞かれた保
健師が気付いて、保健福祉課内で安定ヨウ素剤について検索し
情報共有した。 （３月１３日）

• 服用時期の確定に必要な、原発爆発の時間と状況、風向き、風
速、雨や雪の降下に基づいて、放射性プルームが到達する前に
服用すれば予防効果があることを知り、これらの情報を収集し
配布を検討する。 （３月１４日）



③ 自治体本来の動きができたこと
• 地⽅⾃治体としての独⽴性と決定権を⾏使して、住⺠の命と健
康を最優先に考え、安定ヨウ素剤を配布した。

• 国や福島県、町⻑の指⽰を待つのではなく、緊急の課⻑会議
（１２課）を開き、安定ヨウ素剤配布の是非を検討した結果、
副作⽤のリスクよりも、服⽤は町⺠の将来に必要だという結論
に達し、徹夜で職員が配布、服用の準備を進めた。

（３⽉１４⽇〜１５⽇未明まで）１５日午後１時配布開始。

• 住⺠⾃治組織（８地区の「まちづくり協会」）が避難者受け⼊
れと、避難者と共同で避難所の運営を担ったため、行政職員が
ヨウ素剤配布を敢⾏できた。住⺠⾃治の⼟壌があった。

• 平成の大合併に加わらず、顔の見える規模の町であり続けたこ
とも要因のひとつ。約1.7万人。



国と県の動き











国の対応

３月１３日未明

• 原子力安全委員会は、政府の原子力対策本部事務局医療班との
間で、10000cpm（毎分１万カウント）を超えた人を除染し、
ヨウ素剤を投与するという手順を確認した。

３月１３日午前１０時４０分

• 上記指示を、原子力安全委員会から政府の原子力災害対策本部
にFAXで送ったが、対策本部がこのFAXを紛失したため、原発
が次々に爆発し大量の放射能が拡散された最も重要な時期に、
安定ヨウ素剤の服用指示が出されなかった。



福島県の対応
３月１３日

• 福島県は爆発のたびに現地対策本部に問い合わせたが指示がなかったため、
各自治体に服用指示を出さなかった。知事が判断するのは政府の災害対策
本部が立ち上がる前までと解釈していたため。

３月１４日

• 県はスクリーニングで、13,000〜10 万cpmで拭き取り除染、10万cpm以
上で全身除染とすることにして運用を開始。安定ヨウ素剤服用や再検査や
その後の詳細測定が省略され、記録も残されない状況になつた。

３月１５日午後４時

• 県の地域医療課より三春町に「誰の指示で配っているんだ」「医師の立ち
合いが必要だ」と電話あり。三春町が医療関係者であれば、保健師や看護
師でも問題ないと答えたところ「回収命令を出す」と言う。既に服用して
いる人もいるので不可能だと答える。



安定ヨウ素剤配布にあたって
• 三春町では約６０％が安定ヨウ素剤を服⽤したとされているが、県⺠健康調査甲状腺検査の先
行検査で、１名が小児甲状腺がんに罹患していることが判明。

個人情報保護法により安定ヨウ素剤を服用したかどうかの確認はできていない。

• 甲状腺被曝防護のために安定ヨウ素剤を服用するという事前の説明と理解がなければ、服用を
ためらう人が多いため、事前に説明のうえ個別配布しておくのが最善の方法である。

• 2024年6月 内閣府の防災基本計画修正新旧対照表 第 12 編 原子力災害対策編 ｐ３５

「地方公共団体は、ＵＰＺにおいても、ＰＡＺ内と同様に予防的な即時避難を実施する可能性の
ある地域、避難の際に学校や公⺠館等の配布場所で安定ヨウ素剤を受け取ることが困難と想定
される地域等においては、自らの判断で、平常時に事前配布を行うことができるものとする。」

（新設）地方公共団体は、原子力災害対策指針等を参考に、安定ヨウ素剤の服用の効果等につ
いて住⺠等へ⽇頃から周知徹底に努めるものとする。

→原子力規制庁のガイドラインを反映した



まとめ
• 放射性プルームの拡散は原発から30キロ圏内にとどまらないことは福島原
発事故で証明された。

三春町だから安定ヨウ素剤配布ができたのではなく、他の自治体も三 春町
のように住⺠の命と健康を最優先に考えて、国や県の指⽰待ちではない⾃
立的な防災対策を取ればでき得る。

• 福島県は安定ヨウ素剤の十分な備蓄がありながら配布しなかったことの説
明と謝罪がない。このことと小児甲状腺がんが多発していることの関連性
について、科学的に検証する責任がある。

• 国や福島県が放射能拡散や汚染に関する情報を公開しなかったため、多く
の混乱と被ばくがもたらされた。私たちは原発爆発事故が起きれば、国や
県は正しい情報を公開しないということを学んだ。このことからもたらさ
れる教訓は、原発事故による放射線被ばくを未然に防ぐためには、原発の
再稼働はしてはならないということである。



東北電力女川原発2号機再稼働は、
福島原発事故の教訓を蔑ろにするもの。

再稼働のニュースが聞こえて

心臓が脳が身体が地団駄を踏む
三原由起子

福島県浪江町出身の歌人

歌集「ふるさとは赤」より


